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（特別報告） 高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）最終処分場に岩手は狙われています     
核のごみ 地層処分 東日本 3地域「最も安定」 

中日新聞 2012.9.18 

※日大高橋正樹教授は 2012 年 9 月 NUMO の技術開発評価会議委員に就任	

２）岩手県における動向     ＊は岩手県関連 ＃は参考資料番号掲載 
＊1995   岩手県知事増田寛也氏当選 → 2007 年四選不出馬 
 2000.6 「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」が施行 

 〃 .10  原子力発電整備機構（NUMO）が設立 2002 全国市町村を対象に概要調査地区を公募 
      平成 40 年代（2028 年代）後半の処分場操業開始を目標 
＊2007.8.27 第１次安倍改造内閣で増田氏総務大臣・地方分権担当・郵政民営化・地方格差是正担当就任 
  →2008 年 9 月 24 日総務大臣退任→2009 年東大客員教授、野村総研顧問、2011 年日本創成会議座長 
＊2010.11.30 増田氏内閣府原子力委員会 新大綱策定会議構成員 
＊2010.12.17 高レベル放射性廃棄物処分シンポジウム（東京：日本科学未来館）#2下において  
       講師増田寛也前知事：首長の権力行使は理屈としては可能 立地自治体へ引き換え振興策 
     パネラー中国新聞宮田俊範経済部長：処分場受け入れメリットとして金ではなく ILC 等はどうか 
 2011.3.11 東日本津波大震災 福島第一原発事故 
＊2011.8 岩手県東日本大震災津波復興基本計画参考資料に ILC 誘致（未臨界炉、放射性廃棄物処理研究） 
＊2012.4.25 ILC について達増知事へ質問・要望書提出→5.22 文書回答「終了後最終処分場に転用しない」 
 2012.9.11 日本学術会議「高レベル放射性廃棄物の処分について」原子力委員会へ回答#5 
＊2012.9.17 日本地質学会で日大高橋正樹教授は最終処分場用として地層が安定している 3地域として 
      北上山地海岸地域、阿武隈高原北部海岸地域、根釧海岸地域を上げる# 

＊2013.5.28 経産省総合資源エネルギー調査会・・放射性廃棄物小委員会増田寛也委員長 
＊2013.5.29 岩手日報広告「ILC を次世代へ世界遺産の地で」増田前知事平泉講演会報告、核変換処理#2 
＊2014.1.28 自民党資源エネルギー戦略調査会で日大高橋正樹教授は東北地方の太平洋側の一部が適地# 
  2014.4  エネルギー基本計画 国が前面に立って最終処分場の取組を進めることが明記 
      国が科学的根拠に基づいた有望地の提示→重点的な理解活動→複数地に対し、国から申し入れ 
      将来世代・可逆性（選定プロセス） ・回収可能性（HLW） ・直接処分などの調査研究 
＊2014.10.19 「地層処分を考える」in 盛岡 NUMO 
＊2015.4.9 参議院予算委員会で平野達男議員が最終処分場の技術的信頼性の再検討を政府に要請 
＊〃  4.15 平野達男参議院議員が岩手県知事選に立候補を表明 自公支持・支援 
 2015.5.22 最終処分場を国が主導で選定する 基本方針を閣議決定 
＊〃  6.5  経産省資源エネルギー庁盛岡市内で県内自治体向け最終処分場・連絡会を開催 非公開 
＊〃  8.7 平野達男氏岩手県知事選立候補辞退 →9.6 現職達増拓也氏#4無投票当選 

 

○ 2015.3.11報道ステーションにおいて左
記記事と同内容が報道されました。この録
画は下記サイトで見ることができます。 

http://www.at-douga.com/?p=13335 
http://www.tv-asahi.co.jp/dap/bangumi/
hst/feature/detail.php?news_id=41514 
○ 核のごみ 最終処分場 持ち込まない 

北海道条例 国に反発 
毎日新聞 2015.5.27  

原発から出る高レベル放射性廃棄物（核のご
み）の最終処分場を巡り、経産省資源エネル
ギー庁が 6 月１，２日の両日、札幌市内で道
内市町村を対象とする説明会を開催すること
が 26 日、同庁などへの取材でわかった。政
府は 22日、国主導で処分場選定を行う新し
い基本方針を閣議決定しており、説明会でこ
の方針を説明する。道は、放射性廃棄物を持
ち込まない「核抜き」条例を設けていること
から、説明会の開催自体に反発の声も出てい
る。（以下略） 
 
岩手県達増拓也知事は知事選を前にアンケー
トに答えました。2015/8/13 
○ 国から本県が最終処分場の科学的有望地
と指定された場合は（反対する）と回答。理
由は「高レベル放射性廃棄物の処分場につい
て受け入れる考えはないことを表明してい
る」とのこと 
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（参考資料１） 1986 年 5 月日鉱探開㈱は当時の動燃事業団の要請により北上山地を対象として、航
空写真およびランドサット画像を用いて高レベル廃棄物地層処分に適する地域を選定するため資料を
整備している。これによると岩手県に関し地層処分のための候補地点として階上岳（青森県八戸市、岩
手県種市町）、天神森（久慈市、岩泉町）、堺の神岳（岩泉町、新里村）、峠の神山（岩泉町、宮古市）、
五葉山（釜石市、大船渡市、住田町）、氷上山（大船渡市、陸前高田市）が挙げられていました。 
この調査は 28道府県を対象に行われたものである。1987 年動燃から NUMO（原子力環境整備機構）
に選定業務は引き継がれ、最終処分場選定は公募方式になり、これ以上の調査は行われなかった。 
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（参考資料２）	 増田寛也岩手県前知事は 2013.5.28 経産省総合資源エネルギー調査会 放射性廃棄物小
委員会（高レベル廃棄物の最終処分場を検討する）の委員長に就任しました。その翌日の岩手日報広告です。 
気になるのは下の段の囲ったところで「放射性物質の核変換処理（短半減期化）に ILC の加速器が役立つ」
と述べられているところです。達増知事は 2012.5.22 ILC を「核廃棄物の最終処分場に転用する考えはあ
りません」と回答していますが、「ILC へ放射性廃棄物を持ち込まないこと」については回答がないことが
心配です。しかし「立地協定などを結ぶ際には、要望の趣旨を反映されるようにしたい」との回答でした。 

 

2010.12.17 高レベル放射性廃棄物シンポジウム（日本科学未来館）議事録から 増田前知事の講演後、中国新聞宮田経済部長の発
言 「・・国のエネルギー政策の最先端を担う誇りという、・・大義が要るんですね。それがなくては「処分場を持ってきて下さい」
とはなかなか言えません。それともう一つ明らかなメリットがないと。・・極めて極論で ILC なんて書きましたけれども。・・こ
れなんかがセットでくると、これは世界の拠点です。・・ さて、地域のあり方、受け手は、増田さんじゃないですけれども、・・
知事の壁がポイントになります。・・」  議事録⇒  http://www.jaif.or.jp/hlw/sympo-report_final110130.pdf 
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(参考資料４)	

知事選にあたり達増拓也現知事から原子力政策に関するアンケートへの回答	
岩手県知事選立候補予定者	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 2015 年７月 27 日	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 様	 	 	 	 三陸の海を放射能から守る岩手の会（盛岡市）世話人永田文夫	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 岩手有機農業研究会（雫石町）代表福本敏	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 クランボンの会（紫波町）代表工藤景子	

	 	 	 	 	 	 	 はかる会（矢巾町）代表島津勢津子	
	 	 	 	 	 	 	 	 春を呼ぶ会（盛岡市）代表吉田みゆき	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
原子力政策などに関するアンケート	
	 岩手県民の福祉向上のため知事選へ立候補のご決断に敬意を表します。	
岩手県知事立候補に当たり、以下の項目についてお考えをお聞かせいただけるならば幸いです。	
該当箇所に○印を、そしてその理由等をお答え願います。お答えをそのままホームページ等で公開させて	 	 	
頂くことを予めご了承お願いします。	
＜以下 8 月 13 日達増拓也候補からのアンケート回答です。（平野達男候補は 8月 7 日立候補辞退）＞	
１）国の原子力政策について	
	 ①	 原子力発電の推進に	 （	 賛成する	 	 ○反対する	 	 その他	 ）	
	 	 	 その理由：原発事故以降、国民の間で原子力の安全性に対する信頼が大きく揺らぎ、エネルギー	
	 	 	 	 	 	 	 に対する問題意識や再生可能エネルギーへの新たな意欲が高まっており、こうした意識	
	 	 	 	 	 	 	 の変化を踏まえた政策が求められているものと考える。	 	
	 ②	 原子力発電の再稼働に	 （	 賛成する	 	 ○反対する	 	 その他	 ）	
	 	 	 その理由：再稼働についても広い国民的な合意の中で判断されていく必要があると考える。	
	 ③	 国の核燃サイクル計画について（	 賛成する	 	 ○反対する	 	 その他	 ）	
	 	 	 その理由：核燃料サイクルについても国民の疑問に十分に答えられていない。	
２）日本原燃㈱六ケ所再処理工場について	
	 ①	 再処理工場の稼働を	 （	 賛成する	 	 ○反対する	 	 その他	 ）	
	 	 	 その理由：再処理工場の稼働についても広い国民的合意が図られていない。	
	 ②	 再処理工場の重大事故時の放射能拡散シミュレーションが公開されていないことについて	
	 	 	 防災計画上問題だと思われますが、ご見解をお願いします。	
	 	 ⇒	 岩手県地域防災計画原子力災害対策編に定める対策を迅速かつ確実に実施するために、情報、	
	 	 	 連絡体制を原子力事業者との間で構築することが必要であり、早期に必要な情報が得られる体制	
	 	 	 を構築できるように取り組むとともに、政府に責任ある対応を求めていく。	
	 ③	 再処理工場が稼働すると 1日おきに海洋へ大量のトリチウムを含む排水が放出されます	
	 	 （濃度約 1 億 6 千万ベクレル/リットルで 1 回約 600 トン放出）。	
	 	 現に使用済み燃料を用いたアクティブ試験で 1億 7 千万 Bq/L の濃度で数回（2007.10.2,	11.17 等）	
	 	 放出されました。（福島県漁連は東京電力と海洋放出トリチウム濃度を 1500Bq/L で合意しました。	
	 	 その差約 11 万倍です。この件について国へ何度も申し入れております。）	
	 	 	 私たちそして国民の財産	 三陸の海への影響が必至です。	
	 	 	 ご見解をお願いします。	
	 	 ⇒	 原発事故による放射性物質の影響は、今日においても県民の暮らしや環境、各種産業の風評被	
	 	 	 害に至るまで、解決すべき課題が広範囲に存在し続けている。	
	 	 	 	 県民の安全・安心を守るため、政府に対し、周辺海域のモニタリング強化と正確な情報発信は	
	 	 	 もとより、豊かな三陸の海、県民の暮らしや環境、地域産業経済への影響が出ないよう責任ある	
	 	 	 対応を求めていく。	
３）高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体・使用済み核燃料）最終処分場について	
	 ①	 国から本県が科学的有望地と指定された場合は（	 賛成する	 	 ○反対する	 	 その他	 ）	
	 	 	 その理由：高レベル放射性廃棄物の最終処分場について、受け入れる考えはないことを表明して	
	 	 	 	 	 	 	 いる。	
４）上記質問に関連し、補足ご意見等ありましたならお願いします。	
	 	 ⇒	 今後のエネルギー政策については、再生可能エネルギーを重点施策とし、地産地消のエネルギ	
	 	 	 —自給率の向上はもとより、地球温暖化防止や防災のまちづくり、地域振興など多面的な効果を	
	 	 	 もたらすものであり、再生可能エネルギーによる電力自給率を倍増する目標の達成に向けて、力	 	 	
	 	 	 強く導入を推進していく。	
	 ご回答ありがとうございました。8月８日（土）ころまでにご回答いただけると幸いです。	
回答は同封の返信用封筒をご利用お願いします。	
貴候補のご健闘を祈念いたします。	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
※	 回答文書は HP にアップしています：	 http://sanriku.my.coocan.jp/150813ans.Mr.T.pdf	 	
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（参考資料５）原子力委員会へ回答＜高レベル放射性廃棄物の処分について＞2012.9.11		日本学術会議	 	
	 	 	 	 	 	 	 	 http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-22-k159-1.pdf	
【要旨】	 2010	年９月、日本学術会議は、内閣府原子力委員会委員長から日本学術会議会長宛に、「高レベ
ル放射性廃棄物の処分に関する取組みについて」と題する審議依頼を受けた。高レベル放射性廃棄物の処分
に関しては、「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」に基づく基本方針及び最終処分計画に沿って、
関係行政機関や原子力発電環境整備機構（NUMO）等により、文献調査開始に向けた取組みが行われてきてい
るが、文献調査開始に必要な自治体による応募が行われない状態が続いている。内閣府原子力委員会委員長
からの依頼では、「高レベル放射性廃棄物の処分に関する取組みについての国民に対する説明や情報提供の
あり方について審議」し、提言には、「地層処分施設建設地の選定へ向け、その設置可能性を調査する地域
を全国公募する際、及び応募の検討を開始した地域ないし国が調査の申し入れを行った地域に対する説明や
情報提供のあり方」、さらに「その活動を実施する上での平成22	年度中に取りまとめられる予定のNUMO	に
よる技術報告の役割についての意見が含まれる」ことを期待する、との主旨が述べられている。（以下略）	
【提言の内容】「高レベル放射性廃棄物の処分の取組みにおける国民に対する説明や情報提供のあり
方についての提言のとりまとめ」に対し、本委員会は以下の６つを提言する。なお、本提言は、原子
力発電をめぐる大局的政策についての合意形成に十分取組まないまま高レベル放射性廃棄物の最終
処分地の選定という個別的課題について合意形成を求めるのは、手続き的に逆転しており手順として
適切でない、という判断に立脚している。	 	
(1)	高レベル放射性廃棄物の処分に関する政策の抜本的見直し	
わが国のこれまでの高レベル放射性廃棄物処分に関する政策は、2000	年に制定された「特定放射性
廃棄物の最終処分に関する法律」に基づき、NUMO	をその担当者として進められてきたが、今日に至
る経過を反省してみるとき、基本的な考え方と施策方針の見直しが不可欠である。これまでの政策枠
組みが、各地で反対に遭い、行き詰まっているのは、説明の仕方の不十分さというレベルの要因に由
来するのではなく、より根源的な次元の問題に由来することをしっかりと認識する必要がある。また、
原子力委員会自身が・・「全量再処理」という従来の方針に対する見直しを進めており、・・これら
の問題に的確に対処するためには、従来の政策枠組みをいったん白紙に戻すくらいの覚悟を持って、
見直しをすることが必要である。	
(2)	科学・技術的能力の限界の認識と科学的自律性の確保	
地層処分をNUMO	に委託して実行しようとしているわが国の政策枠組みが行き詰まりを示している
第一の理由は、超長期にわたる安全性と危険性の問題に対処するに当たっての、現時点での科学的知
見の限界である。安全性と危険性に関する自然科学的、工学的な再検討にあたっては、自律性のある
科学者集団（認識共同体）による、専門的で独立性を備え、疑問や批判の提出に対して開かれた討論
の場を確保する必要がある。	
(3)	暫定保管および総量管理を柱とした政策枠組みの再構築	
これまでの政策枠組みが行き詰まりを示している第二の理由は、原子力政策に関する大局的方針につ
いての国民的合意が欠如したまま、最終処分地選定という個別的な問題が先行して扱われてきたこと
である。広範な国民が納得する原子力政策の大局的方針を示すことが不可欠であり、それには、多様
なステークホルダー（利害関係者）が討論と交渉のテーブルにつくための前提条件となる、高レベル
放射性廃棄物の暫定保管と総量管理の２つを柱に政策枠組みを再構築することが不可欠・・。	
(4)	負担の公平性に対する説得力ある政策決定手続きの必要性	
これまでの政策枠組みが行き詰まりを示している第三の理由は、従来の政策枠組みが想定している廃
棄物処分方式では、受益圏と受苦圏が分離するという不公平な状況をもたらすことにある。この不公
平な状況に由来する批判と不満への対処として、電源三法交付金などの金銭的便益提供を中心的な政
策手段とするのは適切でない。金銭的手段による誘導を主要な手段にしない形での立地選定手続きの
改善が必要であり、負担の公平／不公平問題への説得力ある対処と、科学的な知見の反映を優先させ
る検討とを可能にする政策決定手続きが必要である。	
(5)	討論の場の設置による多段階合意形成の手続きの必要性	
政策決定手続きの改善のためには、広範な国民の間での問題認識の共有が必要であり、多段階の合意
形成の手続きを工夫する必要がある。暫定保管と総量管理についての国民レベルでの合意を得るため
には、様々なステークホルダーが参加する討論の場を多段階に設置すること、公正な立場にある第三
者が討論過程をコーディネートすること、最新の科学的知見が共有認識を実現する基盤となるように
討論過程を工夫すること、合意形成の程度を段階的に高めていくこと、が必要である。	
(6)	問題解決には長期的な粘り強い取組みが必要であることへの認識	
高レベル放射性廃棄物の処分問題は、千年・万年の時間軸で考えなければならない問題である。民主
的な手続きの基本は、十分な話し合いを通して、合意形成を目指すものであるが、とりわけ高レベル
放射性廃棄物の処分問題は、問題の性質からみて、時間をかけた粘り強い取組みを実現していく覚悟
が必要である。限られたステークホルダーの間での合意を軸に合意形成を進め、これに当該地域への
経済的な支援を組み合わせるといった手法は、かえって問題解決過程を紛糾させ、行き詰まりを生む
結果になることを再確認しておく必要がある。また、高レベル放射性廃棄物の処分問題は、その重要
性と緊急性を多くの国民が認識する必要があり、長期的な取組みとして、学校教育の中で次世代を担
う若者の間でも認識を高めていく努力が求められる。	


